







も強い関心が注がれている（Berry et al., 2009; Langfield-Smith, 1997; Stringer,































































































































































































（Bisbe et al., 2007; Borsboom et al., 2003; Coltman et al., 2008; Diamantopoulos
and Siguaw, 2006; Jarvis et al., 2003; Rossiter, 2002; Rodgers and Guiral, 2011
など）。検討されている内容は多岐にわたるが，重要な研究課題の 1つに，各
研究領域における特定の概念に，対立的な測定モデルである反映法（reflective
measurement model）と形成法（formative measurement model）のいずれ6を
適用すべきなのかというものがある7。たとえば，Coltman et al.（2008）は，
6 概念の測定に関する議論であるので，ある指標（measure）が reflectiveか formative
であるのかという表現がされることも多い。





























7 ちなみに，SEM（Structural Equation Modeling）を適用した会計研究のほとんど
















＊MACS; management accounting control systems













8 彼らは，Law et al.（1998）や Jarvis et al.（2003）に基づき，ある概念が多次元であ
る場合，反映法に基づくモデルを潜在的モデル（Latent model）と呼び，形成法に基
づくモデルを創発的モデル（Emergent model）と呼んでいる。
















































































































































ルを意味しているとされるが（Bisbe et al., 2007），トップのリーダーシップス
タイル（たとえば，構造づくり型と配慮型）はインターラクティブ利用に影響



































































水産・農林業 0 1 12 6 8．33％ 0．00％
鉱業 1 2 11 7 18．18％ 9．09％
建設業 12 42 216 117 19．44％ 5．56％
食料品 7 20 170 94 11．76％ 4．12％
繊維製品 5 14 95 52 14．74％ 5．26％
パルプ・紙 1 1 28 15 3．57％ 3．57％
化学 19 35 274 147 12．77％ 6．93％
医薬品 4 11 66 37 16．67％ 6．06％
石油・石炭製品 0 1 21 12 4．76％ 0．00％
ゴム製品 1 4 30 16 13．33％ 3．33％
ガラス・土石製品 7 12 73 39 16．44％ 9．59％
鉄鋼 6 12 80 44 15．00％ 7．50％
非鉄金属 4 5 54 30 9．26％ 7．41％
金属製品 7 16 93 53 17．20％ 7．53％
機械 16 45 297 156 15．15％ 5．39％
電気機器 17 49 357 194 13．73％ 4．76％
輸送用機器 15 30 151 79 19．87％ 9．93％
精密機器 1 7 55 32 12．73％ 1．82％
その他製品 11 18 112 61 16．07％ 9．82％








営業・マーケティング部門 12 9 21
生産・開発部門 4 25 29
事業部門 20 64 84




























Min Max Mean SD N
在社年数 2 46 28．2 10．94 134



























質 問 項 目 Min Max Mean SD
現行の戦略の有効性を台無しにする脅威に関連した要因 2 7 5．72 1．15













































（Henri, 2006; Naranjo-Gil and Hartmann, 2006, 2007など）。また，議論や対話
のアジェンダの提供の程度を尋ねている研究もある（Bisbe and Otley, 2004;























18 これら 9項目の質問は，全て BUの事業戦略について議論する会議体を想定して回
答するよう求めている。これは，ICSが公式のシステムであり，戦略の創発を促進す
ることを目的としているためである。なお，図表 10の 9つの文章への同意の程度を 7
点リッカートにて尋ねている。






2 7 5．29 1．10 0．696 0．484
上司と部下の間であっても積極的に意見交換がなさ
れる。
1 7 4．89 1．11 0．686 0．470
必要であれば，計画の見直しや修正はいつでも実行
される。
2 7 5．59 1．06 0．620 0．384
悪い報告を受けた時でも，上司はたじろぐことなく
受け入れている。
2 7 5．46 1．16 0．546 0．298
上司は部下の発言やアイデアをほめることが多い。 2 7 4．54 1．07 0．527 0．278
実績が確定する前に，実績値の予測を通じて，手を
打つことが多い。
1 7 5．21 1．13 0．422 0．178
発言するメンバーが偏っており，発言ゼロの人もい
る（reversed）。
1 7 3．57 1．62 0．347 0．121
BU長自らが積極的に発言している。 2 7 5．79 1．06 ― ―
会議の目的は，計画のベースとなっている前提や想
定を疑問視したり改訂したりすることにある。























Min Max Mean SD
相関係数
① ② ③
① 戦略的不確実性の認知 2 7 5．63 1．03 1 ― ―


























19 ただし，第 3因子に高い負荷量を示している 2つの質問項目によるクロンバックの
αは，0．586と十分に高い値は得られていない。
質 問 項 目 第 1因子 第 2因子 第 3因子
常に現行の戦略の前提や論理自体も見直すべき対象とされる。 0．719 −0．097 0．134
上司と部下の間であっても積極的に意見交換がなされる。 0．672 0．173 −0．170
上司は部下の発言やアイデアをほめることが多い。 0．566 −0．177 0．195
必要であれば，計画の見直しや修正はいつでも実行される。 0．510 0．282 −0，101
発言するメンバーが偏っており，発言ゼロの人もいる（reversed）。 0．470 −0．163 −0．036




現行の戦略の有効性を台無しにするリスク要因に関する認知の明確さ −0．205 0．823 0．148






































2 7 5．34 1．26 0．763 0．583
経営理念に合致した意思決定や行動をとっているかどうか
が評価の対象となる。
2 7 5．09 1．25 0．810 0．656
経営理念に基づいて，目標水準（難易度）が設定される。 2 7 4．91 1．25 0．782 0．612
経営理念を象徴する『マーク』や『ロゴ』が社内・社外に
対するあらゆる場で使用される。
1 7 5．29 1．60 0．673 0．453
経営理念に関する研修・教育が頻繁に行われている。 1 7 4．69 1．32 0．846 0．716
難問に直面した時，経営理念にまで戻って考えるよう指導
される。
1 7 4．57 1．44 0．787 0．620
















目（逆転項目）として含められる場合がある（Bisbe and Otley, 2004; Bisbe




































































































































業績は，Bisbe and Otley（2004），Lee and Yang（2011），Van der Stede et
al.（2006）などの先行研究を参考に，財務的業績のみならず非財務的業績も含












決定事項はすぐに実行に移される。 2 7 5．18 1．13 0．795 0．632
さまざまな変化に対して迅速に対応できる。 2 7 4．81 1．14 0．792 0．627
危機的状況に陥る前に，先を見越して変革に取り組んでい
る。
3 7 5．10 1．04 0．768 0．589
過去の経験や習慣に囚われることなく，新たな施策や考え
方を取り入れている。
2 7 5．02 1．10 0．738 0．545
たとえ対立意見があっても，一度決まったことは組織とし
て全力で取り組む。
3 7 5．44 1．01 0．675 0．456
トレードオフに直面した場合，一方を優先するのではな
く，両立させる方法を見いだす。
2 7 4．57 1．16 0．401 0．160
主因子法，KMO＝0．858，Bartlettの球面性検定 p＜0．001




業務の効率性／コスト競争力 1 7 4．63 1．39 0．785 0．616
財務業績の長期安定性 1 7 4．84 1．36 0．743 0．553
短期的財務業績（単年度の利益率など） 1 7 4．73 1．43 0．684 0．468
マーケットシェア 1 7 4．84 1．37 0．607 0．369












































つのクラスター（CL）を得た。CL 1には 23 BU，CL 2には 44 BU，CL 3には
概念・変数 質 問 項 目 Min Max Mean SD
















1 7 4．07 1．25
DC 6つの質問項目（図表 14）の平均値 3 6．83 5．02 0．82


















図表 18は，各 CLの 3変数の平均値を比較した結果を示している。CL 1
は，3変数全てにおいて，その平均値が最も高い BU群である。それとは対照
的に，CL 3は 3変数全てが低い BU群であり，CL 1とは 3変数全てにおい
て，統計的有意差が観察された。CL 4は，「認知」と「対話」の 2変数につい
ては，CL 1と同程度の水準にあるが，「伝達」が CL 1よりも有意に低い CL
である。対して，CL 2は，「伝達」と「認知」の 2変数が，CL 1より有意に










27 CL 2と CL 4の特徴については後述する。
戦略的不確実性の認知の明確さ 戦略的不確実性の伝達の程度 面と向かった挑戦と対話

























K−S検定 0．138＊＊＊ 0．207＊＊＊ 0．072＊









CL 1のみならず，他の CL間の関係性についても確認するために，CL 1を対
照群とするのではなく，全ての対比に関する多重検定を行った（図表 19）。
CL 1との関係において有意な結果が得られたのは，信条システムの CL 1＞
CL 2，CL 1＞CL 3，事後的評価基準の CL 1＞CL 3，会議目的の CL 1＞CL 3の






























































K−S検定 0．074＊ 0．152＊＊＊ 0．200＊＊＊ 0．204＊＊＊ 0．225＊＊＊
S−W検定 0．972＊＊＊ 0．943＊＊＊ 0．914＊＊＊ 0．898＊＊＊ 0．923＊＊＊
多重比較検定は Steel-Dwass法によっている。＊p＜0．1，＊＊p＜0．05，＊＊＊p＜0．01
信条システムのみ，Tukey-Kramer法による多重比較も行ったが，Steel-Dwass法と同様の結果を得ている。
























行った。図表 20に示されるとおり，CL 1の平均値が最も高かったが，CL 3
が他の CLと比べて有意に低いという結果しか得られなかった。なお，業績に
関しては，有意差が認められたのは，CL 3に対する CL 1のみであった。
次に，業績を従属変数，DCを仲介変数，ダミー変数化した 4つの CLを独








































28 なお，CL 3を基準カテゴリーとした場合に標準偏回帰係数を比較すると，CL 1の
値が最も大きかった（CL 1は 0．509，CL 2は 0．452，CL 3は 0．382）。
29 下位検定の方法は Aiken and West（1991）に従った。
第 1ステップ 第 2ステップ





































































































た。一方，ICの主効果は観察されなかった。第 1ステップの 3つの CL変数
のみならず，図表 22に示されていない，CL 2を基準とした場合の CL 1・CL






まずは，カテゴリカル変数 CLがそれぞれ CL 1，CL 2，CL 3，CL 4である時
の，DCの単純主効果（単純傾斜性の有意性）の検定を行う。
図表 22は CL 3を基準カテゴリーとしたものだが，他の全ての CLを基準カ
テゴリーとした階層的重回帰モデルも構築し，第 2ステップにおける DCの偏











30 基準カテゴリーとなる CLは 3つのダミー変数全てに 0を代入することで示される
ので，第 2ステップの DCの偏回帰係数は，基準カテゴリーになる CLの場合の DC
の単純傾斜性を示すことになる。なお，この有意性の検証には，Bonferroni法による
調整を加えている。






果に関する分析結果と同様に，CL 1と CL 2・CL 4との間には大きな差は見受
けられなかった。
4.4 各 CL間の関係性
4つの CLのうち，CL 1と CL 3は特徴が明確であるのに対して，CL 2と
CL 4はどのように捉えられるのだろうか。最後に，この点に関して若干の検
討を加えることにしよう。
ICが形成されている程度を，CL 1と CL 3を両端とする連続線上で示すと
するならば（図表 23），CL 4と CL 2は，CL 1よりも CL 3との間で有意差が
より多く観察されているので，CL 1に近い群として位置づけられよう。CL 1
との対比においては，CL 2は 2変数で有意差があるのに対して，CL 4では 1
変数のみであるので，統計的には，CL 2よりも CL 4の方が，CL 1により近
似していると言える。ただし，実質科学的な意味を考慮すると，CL 2と CL 4
のどちらが CL 1に近似しているのかは容易に判断できない。



















図表 24に示されるように，CL 4が最も権限委譲が進められており，CL 2
や CL 3との間に有意差が観察された。この結果は，CL 4が，トップマネ
ジャーではなく，ミドルやロワー層が中心となって，環境適応を図っている
CLである可能性があることを示唆するものである。


















































2つの CL（CL 2・CL 3）の BU長の現職の経験年数の平均値32は低い傾向に


















































つの次元によって形成されるという分析視点に立てば，CL 2や CL 4を ICが
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